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ＪＣＡＰ第4回成果発表

よりよい大気をめざして
自動車と燃料のさらなる挑戦
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ＣＯ2排出量調査ＷＧの背景と目的

背景

ＪＣＡＰでは排出ガス低減・燃費向上（ＣＯ2削減）を目指した

自動車技術・燃料技術の研究を行っている

硫黄分、オクタン価など燃料品質の変更は自動車のみならず

製油所の燃料精製過程でのＣＯ2排出量にも影響する

従い、自動車と製油所のＣＯ2排出量を総合した評価が必要

ＣＯ2排出量調査ＷＧの目的

燃料品質の改善が自動車および製油所からのＣＯ2排出量に

およぼす影響を総合的に評価し、燃料品質改善の施策検討の

ための情報提供を行う

期間：平成１４年度から平成１６年度までの３ヶ年
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ＣＯ2排出量調査項目・方法

調査項目

ガソリン・軽油の低硫黄化およびガソリンのオクタン価ＵＰによる

製油所および自動車からのＣＯ2排出量

製油所から自動車排出までの総ＣＯ2排出量
（Refinery to Wheel)

方法

製油所からのＣＯ2排出量；

全国１製油所モデルでＬＰ（線形計画法）により計算

自動車からのＣＯ2排出量；

ガソリン車・ディーゼル車ＷＧの燃費テストデータ等から計算

製油所から自動車排出までの総ＣＯ2排出量；

ケーススタディとして各種仮定のもとに計算
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日本におけるＣＯ2排出量の概要

平成14年度
総排出量

12億4,800万トン

エネルギー転換部門

（発電所等）

6.6％

家庭部門

13.3％

産業部門

37.5％

業務
その他
部門

15.8％

運輸部門
21.0％

廃棄物

1.9％
工業プロセス
（石灰石消費等）

3.9％

運輸部門内訳

自家用
乗用車
48%

自家用
貨物車
19%

営業用
貨物車
17%

バス

2%

タクシー

2%

航 空
4%

船 舶
5%鉄 道

3%

総ＣＯ2排出量に占める運輸部門の割合は２１％

運輸部門の約９０％は自動車からの排出 （平成１４年度）

出展：我が国の温室効果ガス排出量（環境省）
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報告内容

Ⅰ．ガソリン・軽油の低硫黄化が

自動車および製油所からの

ＣＯ2排出量に及ぼす影響調査

Part １：（Ｈ１４年度実施）
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低硫黄化によるＣＯ2排出量削減効果ケーススタディ

ケーススタディ前提

製油所

・２０００年度の需給実績を使用

・石油製品の生産量、構成比は一定

・日本の製油所を統合した全国１製油所モデルで検討

・ＭＴＢＥ,エタノール等の含酸素燃料は対象外

・硫黄分低減に必要なエネルギーは原油輸入増加

自動車

・ＣＯ2排出量ベースは２０００年度の軽油、ガソリン消費量から算出

・低硫黄化（１０ｐｐｍ）による燃費向上率

ディーゼル車；ディーゼル車ＷＧのデータ （NSR搭載エンジン ４.１％）

ガソリン車；ガソリン車ＷＧのデータ （直噴エンジン車 ５.０％）
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軽油の低硫黄化による製油所ＣＯ2排出量増加

水素製造装置

灯
油
脱
硫
装
置

加熱炉

軽
油
脱
硫
装
置

常
圧
蒸
留
装
置

ボイラー

ＣＯ2増加
約１万トン

ＣＯ2増加
約１万トン

ＣＯ2増加
約６４万トン

ＣＯ2増加
約６万トン

水素

灯油留分

軽油留分

水素

原油処理増加

原料使用量増加

水素消費量増加

（ガス・ＬＰＧ・ナフサ）

二次装置稼動増
燃料使用量増加

燃料使用量増加

スチーム

電力使用量増加

反応温度アップ
脱硫灯油

その他材源

脱硫軽油

低硫黄軽油

水素消費量増加

反応温度アップ

ケース ＣＯ2排出増加量
軽油硫黄分 ５０ｐｐｍ→１０ｐｐｍ ７１.２万トン/年
総製油所CO2排出量： 約4，320万トン
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ケース ＣＯ2排出増加量
ガソリン硫黄分 ３５ｐｐｍ→１０ｐｐｍ １３３.３万トン/年
総製油所CO2排出量： 約4，320万トン

ガソリンの低硫黄化による製油所ＣＯ2排出量増加

水素製造装置

分
留
装
置

加熱炉

選
択
脱
硫
装
置

Ｆ
Ｃ
Ｃ
装
置

ボイラー

ＣＯ2増加
約２０万トン

ＣＯ2増加
約２２万トン

ＣＯ2増加
約１０万トン

ＣＯ2増加
約３６万トン

ＦＣＣガソリン

水素

原料使用量増加
（ガス・ＬＰＧ・ナフサ）

二次装置稼動増加
燃料使用量増加

燃料使用量増加スチーム・電力

使用量増加

加熱炉

軽質ＦＣＣガソリン

稼動増加
ガソリン二次装置

脱硫重質ＦＣＣガソリン重質ＦＣＣガソリン

ＣＯ2増加
約４５万トン
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製油所・自動車からのＣＯ2排出量（ディーゼル車/軽油）

仮定

・新車代替； 全車平均使用年数１０．７年で代替

代替される新車の８０％が硫黄分１０ｐｐｍ化により４．１％燃費向上

既販車は燃費変化無し

・軽油切替；一斉に１０ｐｐｍ化
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製油所・自動車からのＣＯ2排出量（ガソリン車/ガソリン）

仮定

・新車代替； 全車平均使用年数１０．４年で代替

直噴リーンバーン新車比率が３０％アップおよび５．０％燃費向上

既販車は燃費変化無し

・ガソリン切替；一斉に１０ｐｐｍ化
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製油所・自動車からのＣＯ2排出量（ガソリン車/ガソリン）

仮定

・新車代替； 全車平均使用年数１０．４年で代替

直噴リーンバーン新車（ＭＰＩ車比１５％燃費良）比率が３０％アップ

既販車は燃費変化無し

・ガソリン切替；一斉に１０ｐｐｍ化
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低硫黄化によるＣＯ2排出量調査のまとめ・成果

まとめ

低硫黄（１０ｐｐｍ）化により、製油所で発生するＣＯ2は

増加するが、自動車から排出されるＣＯ2の削減効果

により、短期間で総ＣＯ2の削減が見込まれる

成果

これらのデータは平成1５年７月の中央環境審議会第７次

答申および石油製品品質小委員会における燃料品質改善

施策検討に活用され

国の規制として、２００７年から硫黄分１０ｐｐｍ以下の軽油、

および２００８年から硫黄分１０ｐｐｍ以下のガソリンの全面

導入が決定し

２００５年から石油業界による硫黄分１０ｐｐｍ以下のガソリン

および軽油の自主的な市場導入も実施された
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報告内容

Ⅱ．ガソリンのオクタン価アップが

自動車および製油所からの

ＣＯ2排出量に及ぼす影響

および最適オクタン価の調査

Part ２ ：（Ｈ１５、１６年度実施）
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ＣＯ2発生量とオクタン価の関係イメージ

低 ← オクタン価 → 高

製油所

低 ← オクタン価 → 高

圧縮比=α

圧縮比=β

自動車

低 ← オクタン価 → 高

最適値

合計＝自動車＋製油所

Ｃ
Ｏ
2
排
出
量

Ｃ
Ｏ
2
排
出
量

Ｃ
Ｏ
2
排
出
量
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オクタン価アップによるＣＯ2排出量削減効果ケーススタディ

ケーススタディ前提

製油所

・全国１製油所モデルによるＬＰ計算

目的関数：プロフィット（製品価格－原料価格－装置費用）ｍａｘ

：製造コストｍｉｎケース（製品価格=０で計算）

２００７年度の需給予測を使用

装置能力、原油価格、製品価格等；2003年度末実勢値

製品輸出入（海外生産量）増減による海外ＣＯ2排出量補正

プレミアム：レギュラー比率；２０：８０を固定しプールオクタン価をアップ

・検討ケース

既存基材ケースおよび含酸素基材（エタノール又はETBE）混合ケース
自動車

・ＣＯ2排出量ベース； ２００７年度ガソリン予測需要量から算出

・オクタン価アップによる燃料性状（密度、Ｃ/Ｈ）はＬＰ計算値を使用

プール ９２ ９３ ９４ ９５ ９６

レギュラー ９０ ９１.２５ ９２.５ ９３.７５ ９５

プレミアム

オクタン価（ＲＯＮ）

１００
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ガソリンのつくり方(例)
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重
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動
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流
動
接
触
分
解
装
置

分留装置

脱硫装置

分留装置

接触改質装置

分留装置

異性化装置

レギュラー

軽質ナフサ

重質軽油

常圧残油

プ
レ
ミ
ア
ム
ガ
ソ
リ
ン

レ
ギ
ュ
ラ
ー
ガ
ソ
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ン

ＬＰガス

脱ベンゼン
改質ガソリン

脱ベンゼン
分留装置

間接

脱硫装置

アルキレ
ーション
装置

イソガソリン

アルキレート

ガソリン

ＬＰガス

軽質分解
ガソリン

脱ベンゼン

改質ガソリン

軽質・異性化
ナフサ

分解ガソリン

ＬＰガス

重質ナフサ

軽質ナフサ

原　
　

油
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製油所からのＣＯ2排出量 ＬＰ計算ケース

輸出入なし ケース　３

原油種固定プロフィットMAX

C重油輸出あり ケース　２-３

設備フリー 輸出入なし ケース　１

輸出入なし ケース　４-３

C重油輸出あり ケース　５-３

輸出入なし ケース　５-１

灯油輸入あり ケース　５-２

ケース　４-１

ヘビーナフサ輸入増 輸出入なし ケース　４-２

ケース
７-２

既存設備活用＋新設可 輸出入あり
ケース
２-４

輸出入あり

制約緩和

石化ナフサ価格変更 輸出入なし

２００７年

製造コストMin 原油種フリー 設備フリー

コーカーフリー

既存設備活用＋新設固定

原油種フリー 既存設備活用＋新設可

灯油・C重油
輸出入の有無

ケース

原油種固定 既存設備活用＋新設可 輸出入なし ケース　６

輸出入なし ケース　２-１

灯油輸入あり ケース　２-２

需要前提
プロフィット
／コスト

原油種選択 装置選択
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オクタン価アップによる製油所からのＣＯ2排出量

4,000
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各ケース幅

ＲＧオクタン価（ＲＯＮ）

Ｃ
Ｏ
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排
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年
）

既存装置活用ケース ２-４

製造コストmin.ケース ７-２

排出量最大；既存装置活用ケース ２-４ 接触分解装置の稼働率高

排出量最小；製造コストmin.ケース ７-２ 接触改質、異性化装置の稼働率高
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オクタン価アップによる自動車からのＣＯ2排出量

自動車燃費（９０→９５ＲＯＮ） ；発熱量当り３.３５％向上

炭素/水素比
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製油所ケース２－４；
オクタン価アップによるガソリンのC/H変化が小のため、燃費向上でＣＯ2は削減

製油所ケース７－２；
オクタン価アップによりガソリンのC/Hが上昇し、燃費向上してもＣＯ2は削減せず
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製油所ＣＯ2＋自動車ＣＯ2による最適オクタン価の検討結果

自動車燃費改善；３.３５％での試算

９０から９５ＲＯＮの範囲で、既存のガソリン基材で検討した場合には、

総ＣＯ2排出量が極小となる最適オクタン価は見出せなかった
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既存基材混合ケース（９０→９５RON）の総ＣＯ2評価

既存基材ケース

２－４ ＋１６４万トン/年

７－２ － ６４万トン/年
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ベース

総ＣＯ2排出量はケース２-４では増加、７-２では削減する結果となり

現実的なケースでの追加検討が必要
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各社アンケートによる検討

アンケートの実施

目的； ＬＰ検討ケースの妥当性評価

方法； ９５RONガソリンを生産すると想定した場合の、各社の装置稼働、

新増設、原油調達等の対応を情報収集し、そのデータを基にLP計算

最適化（ＬＰ）計算 最適化（ＬＰ）計算 最適化（ＬＰ）+機械的計算

２-４ ７-２ アンケート

設備/装置 既存設備活用 製造Ｃｏｓｔ　min. 製造Ｃｏｓｔ　min.

常圧蒸留（ＴＰ） 　９２ 　８７ 　９０

接触分解（ＲＦＣＣ） ２０３ １３０ 　　　９９　＊

接触改質（ＣＣＲ） １５２ １８５ １４２

接触改質・固定床 　３５ 　　０ 　　　７５　＊

アルキレーション １５０ １４３ １１８

異性化 １２６ １６３ ４１９

Ｈ２製造 　５６ 　４７ 　４９

９１

９９

１４１　

７５

８８

２１１　

５３

各社
アンケート
集計

装置稼働率比較
（％）

装置稼働率９２％＝Max.. ＊：装置稼働上下限を各社ベースに設定
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既存基材混合ケース（９０→９５RON）の総ＣＯ2評価

既存基材ケース 各社アンケートｖｓ.JCAP（LPケース）比較

２－４ ＋１６４万トン/年

７－２ － ６４万トン/年

アンケート － ４１万トン/年

18,000

18,200

18,400

18,600

90 95
ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

ベース

各社アンケートベースでの試算ではケース７－２に近い結果
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第三者（ＫＢＣ）による製油所ＣＯ2の試算

目的； ＬＰ検討ケースの妥当性評価

方法； ＫＢＣ（米国のコンサルタント会社）による反応理論に基ずく

独自モデルを使ったケーススタディ

結果； ・オクタン価を９０ＲＯＮから９５ＲＯＮにアップした場合
ＣＯ2削減の視点から

・原油処理量は極力増やさない

・現行装置は小改造で最大限活用

・９５ＲＯＮにアップする際は固定床ＲＦを異性化装置へ

転換するか廃止し、ＣＣＲを増設

より、製油所からのＣＯ2発生量は約８０万トン/年削減

（注）試算結果製品生産量が異なるためLP計算結果

との比較評価はできない

・原油処理及び装置構成についてＫＢＣの考え方は

ＬＰ計算ケース７－２と同じ方向性である
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含酸素基材混合ケース（９０→９５RON）の総ＣＯ2評価

18,000

18,200

18,400

90

ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

18,600
ベース

２－４ －５０万トン/年

７－２ －２５０万トン/年

18,000

18,200

18,400

90 95（ＥＴＯＨ）

ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

18,600
ベース

２－４ －１３０万トン/年

７－２ －３６０万トン/年

ＥＴＢＥ７％（容量）混合

18,000

18,200

18,400

90 95（ＥＴＢＥ）

万
ト
ン
／
年

18,600
ベース

アンケート －１５４万トン/年

18,000

18,200

18,400

90

万
ト
ン
／
年

18,600
ベース

エタノール３％（容量）混合

ＥＴＢＥおよびエタノールのカーボンニュートラル分を考慮した場合
総ＣＯ2削減効果は、更に約２５０万トン/年（注）増加する

注： ＩＰＣＣ Ｇｕｉｄｅｌｉｎｅ をベースに計算
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オクタン価アップによる総ＣＯ2排出量評価 まとめ

まとめ

既存のガソリン基材では９０～９５RONの範囲内で総ＣＯ2

排出量が極小となる最適オクタン価は見出せなかった

製油所の設備条件にもよるが、オクタン価を９０RONから

９５RONにアップした場合、総ＣＯ2排出量は削減する可能性

が示唆された

含酸素基材の混合により、既存のガソリン基材のみの

場合に比べ、総ＣＯ2排出量は削減する

バイオ燃料のカーボンニュートラルを考慮すると、さらに

削減効果は増加する



27
オクタン価アップによるＣＯ2排出量削減 提言

提言

・今後、原油等の供給事情、製品需要の変化等、石油を取り巻く

環境変化

・自動車技術の向上による更なる燃費向上の可能性、石油精製

技術改善による製油所のＣＯ2排出量削減の可能性

等が予想され

当該検討は今後の環境/技術変化に対応し適時行われること

政策決定にあたってはＣＯ2排出量のみならず、費用対効果・

製品需給・品質等についても検討されること

が望ましく、関係機関での検討を要望する
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参考資料
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ＬＰモデルの検証

全製油所が排出する総CO2排出量
（2000年度需給ベース）

ＬＰ計算結果 ： ４１，１６７千トン／年

石連公式データ ： ４３，５００千トン／年

ＬＰ計算結果は実績の約９５％を示し,

今後の検討に活用出来ることを確認
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ＬＰ計算結果（ EU-15 との比較）

ガソリン・軽油の低硫黄（10ppm）化に伴うＣＯ2増加量
日本

　　　　　　　約５％⑤　　③／④　×　１００

　　　　　４１，１６７④　２０００年ベース　製油所からの全ＣＯ2排出量

　　　　　　２，０４５③　ガソリン・軽油　同時　１０ｐｐｍ化

　　　　　　１，３３３②　ガソリン硫黄分　現行（約３５ｐｐｍ）　→　１０ｐｐｍ

　　　　　　　　７１２①　軽油硫黄分　５０ｐｐｍ　→　１０ｐｐｍ

ＣＯ2増加量（千トン/年）

　　　　　　　約５％⑤　　③／④　×　１００

　　　　　４１，１６７④　２０００年ベース　製油所からの全ＣＯ2排出量

　　　　　　２，０４５③　ガソリン・軽油　同時　１０ｐｐｍ化

　　　　　　１，３３３②　ガソリン硫黄分　現行（約３５ｐｐｍ）　→　１０ｐｐｍ

　　　　　　　　７１２①　軽油硫黄分　５０ｐｐｍ　→　１０ｐｐｍ

ＣＯ2増加量（千トン/年）

EU-15

　　　　　　　約６％⑤　　③／④　×　１００

　　　　１００，０００④　２０１０年想定ベース　製油所からの全ＣＯ2排出量　

　　　　　　６，１００③　ガソリン・軽油　同時　１０ｐｐｍ化

　　　　　　４，３００②　ガソリン硫黄分　５０ｐｐｍ　→　１０ｐｐｍ

　　　　　　１，８００①　軽油硫黄分　５０ｐｐｍ　→　１０ｐｐｍ

　ＣＯ2増加量（千トン/年）

　　　　　　　約６％⑤　　③／④　×　１００

　　　　１００，０００④　２０１０年想定ベース　製油所からの全ＣＯ2排出量　

　　　　　　６，１００③　ガソリン・軽油　同時　１０ｐｐｍ化

　　　　　　４，３００②　ガソリン硫黄分　５０ｐｐｍ　→　１０ｐｐｍ

　　　　　　１，８００①　軽油硫黄分　５０ｐｐｍ　→　１０ｐｐｍ

　ＣＯ2増加量（千トン/年）



31第３者による製油所ＣＯ２の試算（KBC)

ＫＢＣのケーススタディアプローチ

Base Case

1a. Maximize Alkylation

1b. Maximize C4 = Prod

Import ETBE Blend Aromatics

2a. Convert SR to Isom

2b. Add CCR Cap Adjust Prem/Reg Split

Import Hvy Naphtha

Note that Cases in : 
Red are Commercial Options, 
Green are Alky/FCC Process Options
Blue are Isom/Reformer Process Options

Base
90.0 RON

Case 1
92.5 RON

Case 2  95.0 RON
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第３者による製油所ＣＯ2の試算（KBC)

ＫＢＣ ｖｓ. ＪＣＡＰ（LPケース）稼働率比較
＠９５ＲＯＮ

装置稼働率比較
（％）

JCAP　LP

２-４ ７-２

既存設備活用 製造Ｃｏｓｔ　min.

　９２ 　８７

２０３ １３０

１５２ １８５

　３５ 　　０

１５０ １４３

１２６ １６３

　５６ 　４７

アンケート

製造Ｃｏｓｔ　min.

　９０

　　　９９　＊

１４２

　　　７５　＊

１１８

４１９

　４９

KBC

設備/装置

常圧蒸留（ＴＰ） 　８６

接触分解（ＲＦＣＣ） 　９２

接触改質（ＣＣＲ） １４１

接触改質・固定床 　　０

アルキレーション １３４

異性化 ５３９

Ｈ２製造 ２１

既存設備活用
＋KBCノウハウ



33
欧州CONCAWEレポートの解析

欧州での製油所でのエネルギー使用量検討結果

⊿原油t/ガソリン1000 t

平均

92　　93　　94　　95　　96　　97
RON

⊿原油t/ガソリン1000 t

平均

92　　93　　94　　95　　96　　97
RON

70

60

50

40

30

・３社で各RON製造時の
エネルギー変化
・６社の９４RONでの検討結果

↓
・欧州の検討でもエネルギー
使用量については、
約２倍の違いが発生
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参考 総排出量最少（最適）オクタン価の検討結果

仮に最良車両燃費改善率；約５％を想定した場合：

－８２ ～ -３４２万トン／年の総ＣＯ2削減が見込まれる

17,800

18,000

18,200

18,400

90 91.25 92.5 93.75 95

ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

7－２ アンケート

17,800

18,000

18,200

18,400

90 91.25 92.5 93.75 95

ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

２－４

18,60018,600
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含酸素基材混合ケース（９０→９５RON）の総ＣＯ2評価

ＥＴＢＥ７％（容量）混合 エタノール３％（容量）混合

２-４ ７-２アンケート

18,000

18,200

18,400

90 90 91.25 92.5
ＥＴＢＥ混合ケース

93.75 95

ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

18,000

18,200

18,400

90 90 91.25 92.5
ＥＴＯＨ混合ケース

93.75 95

ＲＧオクタン価

万
ト
ン
／
年

ＥＴＢＥおよびエタノールのカーボンニュートラル分を考慮した場合
総ＣＯ2削減効果は、更に約２５０万トン/年（注）増加する

注： ＩＰＣＣ Ｇｕｉｄｅｌｉｎｅ をベースに計算


